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到達度評舗と通信簿(V)
一一イ左賀県の小・中学校における通信簿の笑態一一
撫 尾 生日
Attainment Evaluation and Report-Cards (V) 
Present State of Report-Cards at Elementary 
and Secondary Schools in Saga Prefecture-一一
Tomonobu UTSUO 
はじめに
筆者は，昭和55年改訂指導要録の実施前の昭和
55年3月に，佐賀県内全公立小学校における昭和
54年度用の通信簿の実惑を調査し，その結果を報
告したは無尾， 1980:以下「前々報告JとI乎ぶ)。ま
た，その10年後で改訂命指導要録が定若したと，思わ
れ， しかも，平成元年度に告訴された新学習指導
要領に基づいて新たな指導要録改訂が行われる直
前の平成2年 3月に，県内全公立小・中学校にお
ける平成元年度用の通信簿の実態を調査し，その
結果を報告した (tiÍ!!~尾， 1991:以下「前報告Jと呼
ぶ)。部調変の結果，昭和55年改訂で，観点間の側
人内評1illiを行う「所見J機が観点加に達成度評価
(絶対言F価)を行う「観点別学習状況J11~üに名称変
更されたことにより，平成元年度当時の本県の小
学校では総合評価のみを行う通信簿が激減し，何
らかの形で観点別評価を行う通信簿がほとんどに
なったこと，さらには，学期ごとに評価観点が異
なる到達度評価形式の通信簿もかなり増加したこ
とが明らかになった。しかし，同時に「部報告J
より，中学校では平成元年度においても，総合評
価のみの通信簿がまだ 7割みられることなどが明
らかになった。
その後，平成3年に再び小・中学校等の指導要録
が改訂された。それによって，小・中学校とも「学
籍の記録jと f指導の記録jが別葉になり，後者
の保存期間が5{f-に短縮されたなど，大幅な変更
がなされている。「各教科の学習の記銭J1諸につい
ても，①その構成がI1評定HII観点加学習状況」
II所見jから I1観点5.)lJ学習状況JI I評定JII 
所見j に改められたこと，②小学校低学年で「評
定」が廃止されたこと，③小学校r13.高学年で「詳
定Jが5段i清から 3段階に改められたこと，など
の変更がなされている。この指導要録改訂につい
ては，実際に指導要録に記入する前の平成4年7
月と記入後の平成6年 7月の 2@]に宜り，県内の
小・中学校教師が各変更点をどのくらい望ましく
思っているかについて質問紙調査を行った(撫尾，
1993 ;撫尾， 1996;臨尾， 1997)。詞調査より，
入院後や小・中学校で若干の意識差はあるものの，
全般的に改訂が好意的に受け止められていること
が明らかになった。この指導要録改訂は，前回の
改訂同様，通信簿にも少なからず影響を与えてい
るはずである。
そこで，平成3年改訂の指導要録が既に定着し
たと忠、われるし，平成10年に新しい学習指導要領
が告示され，近いうちに再び指導要録の改訂が予
想されるところから，その前に県内小・中学校に
おける通信簿の実態を調査することを思い立った
わけである。
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したがって，本研究の目的は，県内の小・ 11";:
校における平成9年度用通信簿の実態を調森し，
平成 3jlの指導要録改訂の影響をlij3らかにすると
同時に，前々報告や部報告の謝交と比絞すること
によって，県内の通信簿の変遷を明らかにするこ
とである。
方法
(1) 部主E対象j交と き
性賀県下の全公立小学校177校及ぴ全公立ヰ1~f:
校95校の計272校(分校は含まない)に対し，郵送
て、各校長宛に平成9年度mの通信簿の送付を依頼
した。そのi乳学年や学JVJで呉ェなる様式や評価観
点を採用している場合は，すべてについて送付し
てもらうよう依頼した。なお，依頼状には返信用
切手(定形外13Wj)を同封し，不足分は後ほ
算する旨を付け加えた。
その結果，小学校1341交， 1:1学校76校より通信簿
の送付ー があった。 Im!1又率は，小学校75.7%，
校80.0%であった。なお， I志津市については，小
学校 (16校)では 4様式， r}-:'l ~学校 (11{交)では全
市共通の様式を採用しているので，代表校のみか
ら送付する旨の連絡があった。そのこともあって，
前々自や前田に比べ，今回のlfi収率が活干下がっ
たものと忠われる。
(2) 調査時期平成10年 4月
結果と
A.小学校
(1) 総合評舗と観}AüJ iJ ~'liií聞の実施形式
各小学校が通信簿における各教科の学潔の記録
として，総合評iuliと観点別五判ilをどのような形式
で笑施しているかをまとめたものが， Table 1で
ある。なお， Table 1には，比較のために前々報告
及び前報告の結果も掲殺している。また，表中の
I{止(低学年)Jや(高学年)Jは，必ずしも通
常の意味での低学年(第 1-2学年)や高学年(第
5 -6学年)ではなく，相対的に年少または王子長
の学年や学期を意味するものである。したがって，
極端なj品合，日正(低学年)Jが第 1学年I学期だ
けを指す場合もあるわけである。
Table 1より，王子成9年度の小学校においては，
「全学年観点以!J ~'ji1í11îのみj と「低:視点，高:併用」
の2つの形式しかなかった。すなわち，県内すべ
ての小学校で全学年に観点別手l'1iliを実地している
ことになる。 平成元年1支でもわずかに残っていた
「全学年総合評価のみjや「高学年で総合計Z備のみj
(1抵:紙点，高:総合jと「低・ 1Jj:m，高:総合J)
が，完全に姿を出したわけである。これは，平成
3年の指導要録改訂で，総合的におI対評1iliを行う
「評定H惑と親点5JJjに絶対話l舗を行う「観点別学沼
状況」織の!順序を逆転させたことや，低学年(第
1 -2学年)で印j1定jを廃止したことなど，
しい評価観として，総合評価よりも観点、加歪li1iliを，
相対話'-iliよりも絶対評似iを環視するようになった
ことが強〈最長響しているようである。しかも，指
導要録では'1:1・商学年で「評定jと「観点J}iJ学資
tkt!iLJの附方を行うことになっているにもかかわ
了able1 小学校における総合評備と観点別評価の実施形式
(昭和54年度，平成71;1三皮，平成9年度)
下三
全~f:i子炉lー形式 学王子~xl液;JJj形式
総合~i[i1ilfi 観点泌 総合・紙百三 低:統治; 低:観点 低:{月:!FJ 低:総合 ノ仁~~nt
のみ 評価のみ 加併用 →[Y.了j・-OFi喝A、1二ki 高fJ1:JfJ r~:; : 市モιご、壬一入z i匂併用
日召手口54 701交 20校 30校
l7j交 61交 10校 153{交
(45.8%) (13.1%) (19.6%) (11.1%) (3.9%) (6.5%) (100.0%) 
王子おたj乙 17;f交 38校 46校 211交 21十交 7校 150;f交
(11.3%) (25.3%) (30.7%) (14.0%) (14.0%) (4.7%) (100.0%) 
平成9 1011交 33校 134車交
((75似) .6%) (100.0%) 
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γable 2 小学校における観点の共通性
(fli"PtIl54年度，王子成元年度，平成9年度) ??? ??? ? ???
穴~ 会学年 複数学年 複数学期・ 学年 複数学期 学期j 三j土学期 不明|州守 l仁~Nt共通 共i主 学王子共通 ごと 共通 ごと ごと
flg手口54
全0-1:王子笑t泣i 32校 5;f交 61交 7校 31交 1校 541交
一部学年炎施 51交 7校 9絞 101交 l校 32校 861交
会学年きた施 261交 14f交 28;f交 60校 6;f交 1341交
王子成元
一昔[5"f:年実施 11交 6;f交 19校 2{交 28校 1621交
平成9 全学年炎施 21'交 34十交 6校 611交 25校 91校 2校 221校
らず，全学年とも観点別評価のみを行う小学校が
7割以上あることが注目される。それだけ，佐賀
県内においても新しい評価観がかなり浸透した結
果なのであろう。
因みに，梶EI(1994)による1993年度(平成5
年度)用通信部の全国誠交では，小学校で観点加
評価のみを行っているのは51.7%しかなし総合
評価のみを行っている学校がl.2%あった。その当
時は改訂指導要銭が平成4年度から実施されるよ
うになってi聞もないころであることを考慮しても，
それらの結来と比べて，今や佐賀県の小学校が全
国的に遅れているとは言えない。昭和54年度当fI~f­
のことを考えれば，まさに昔13の感がある。
(2) 観点加評1ilにおける観点の共通性
次に，観点CíJ lj~予備を行う場合の評価観点が， ど
のくらいの学年や学期で共通に用いられているか
をまとめたものが， Table 2である。この場合も，
比較のために酪々報告及び前報告の結果も掲載し
ている。また 1校で複数の共通性がある場合，
して集計している。
Table 2より，まず，平成9年度ではすべての小
学校が全学年で観点別評舗を実施するようになっ
たため，…音15学年実施の学校が無くなったことと，
合計数が多くなったことがわかる。その下11で自に
つくこととして，第 lに，全学年共通の観点を用
いている学校がほとんど無くなっている。こうし
た観点をfiJいている学校も 2校見られたが，その
;場合も，指導要録の観点(以下， r要録観点JとIl乎
.~~.)をそのまま用いた語句形式観点ではなく，そ
れらを平易な文で記述した文形式視点(以下， r文
観点jとIl乎ぶ)であった。第2に，その代わりに
増えたものとして，複数学年共通の観点，学年ご
との観点，学期ごとの観点などがある。第3に，
新たに現れたものとして，設数学JtJJ ・ ~~f:Í:f-共通の
観点と複数学期共通の観点がある。これらのうち，
前者は第 1学年2学期から第 2学年までが共通，
後者は第 1学年の 2学期と 3学期が共通というも
のであった。
以上のように，観点の共通性にも様々な形があ
ることがわかるが， Table 2が重複集計をしてあ
ることもあり，各学校が具体的にどの学年や学期
のi習で共通の観点を用いているのかが分からない。
そこで，各学校がどのようなパターンで第 1
から第 6 年までについて観点以j評僻を実擁して
いるかを主民主~fじしたものカヘ Table 3で、ある。
その結果， A-Vまでの22パターンがあること
が分かった。このうち，最も多いパターンがV(全
学年学期ごと)であり，以下L (lif'.l学期用，
I年 2・3学期共通， 2 -6年共通)， C (1・2王子
共通， 3・4年共通， 5・6年共通)， F 
年ごと)のJI[貨に多かった。なお， Gと去はいずれ
も第 I学年 1学期に観点別評舗を行っていないこ
とになっているが，その学期用の観点が添付され
ていないため独自のパターンだと:刊新したが，ひ
ょっとすると実際にはその学期用の観点が用意さ
れており，送付されなかっただけの1可能性もある。
もしそうだとすると， GはLtこ集計されることに
なるが，日はまた加の独自のパターンだというこ
とになる。
(3) 到達j支評舗の実施状況
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γable 3 小学校における観点男IJ評価の実施パターン
パヲーγ 観点の共通'性 学校数
A 全学年ー 共通 2t交
B 1 . 2年共通， 3 -6年共通 11交
C 1・2年共通 3・4年共通， 5・6年共通 18校
D 1-3.If学年ごと， 4-6.i!三共通 l校
E 1・2.I1'-学年ごと， 3・4.i!三共通 5・6年共通 2校
F 会学年学年司ごと 161交
G 1i子l学;切なし， liド 2 ・ 3~士期共通， 2 -6年学年ごと 3校
H H三I学j切なし， 1.1'手2学I1JJ-2年共通， 3 -6年学期ごと 1校
1年I学兵IJm， 1 if.2学期-2il'-共通， 3 -6王子共通 I校
J I王子l学期消 1年 2~学期- 2.I1'-共通 3・4年共通， 5・6if共通 2校
K I年l学期用， 1 if. 2~学期-2 年共通， 3 -6年学年ー ごと l校
L 1 if 1学期滞 1年2・3学期共通， 2 -6王子学年ごと 2H交
M I年1・2学期学期ごと 1年3学期-2 if.共通 3・4.if. 1校
N 1 il三学期ごと， 2 -6年 21交。 1王子学期ごと， 2 -6王手学年ごと 41交
p 1年学期ごと， 2-5if学年ごと 6:年学期ごと 11交
Q 1・2.i1'-学期ごと， 3・4il'-共通 5・6年共通 2校
R 1・2壬ド学期ごと， 3 -6年学年ごと
S 1 -3年学期ごと， 4 -6年共通
T 1-3王手学期ごと， 4.i1'-用 5・6年共通
U 1 -4ご9三学期ごと 5・6年学年ごと
V 会学年学期ごと
W 不明
メtコ入
到達度評舗とは，できるだけ客観的な絶対評価
を行うために，評価目標(教育目標でもある)を
できるだけ個別的な内容と呉体的な行動で記述し，
記述された評価目標(到達自標という)が達成さ
れたかどうか，または達成の程度(達成度)を判
定する評価方法である。したがって，通信簿にお
いて到達度評価を行うためには，少なくとも学期
ごとに複数の評個観点(これが到達自棋に相当す
る)が用意されていなくてはならない。県内の小
学校の通信簿では，どの程度到達度評舗が実施さ
れているだろうか。
Table 2から，学期ごとの観点を用意している
小学校は91校であることが分かる。これは， 134校
中の67.9%にあたる。すなわち，県内の小学校の
約 3分の 2が到達度評価を実施していることにな
9校
l校
l校
1校
41校
2校
1341交
る。ただし，これらの学校が，全学年で到達度評
舗を実施しているわけではない。そこで， どの学
年や学期で到達度評価が行われているかを知るた
めに， Table3を見てみると， 1年 1学期のみが25
校(I-L)， 1年 1・2学期が1校 (M)， 1年各
学期が7校 (N-P)， ト 2年が11校 (Q-R)，
1 -3年が 2校 (S-T)， 1-4年が l校
(U)， 3-6王子が1校 (H)全学年が41校 (V)
であることが分かる。このことから， 1年 l学期
のみ到達度評価を実施している学校も多いが， 134
校中の30.6%が全学年到達度評価を実施している
ことになる。ただ，平成元年度に全学年実施して
いたのが150校!=T36校 (24.0%)であったことと比
較すれば，若二子士替えたとはいえ，大幅に増えたと
までは言えないようである。なお，昭和54年度に
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みられた「半学期ごと(1年に 5沼通信簿発行)J 
は，王子成元年度以降はみられない。
(4) 総合評価の実施状況
Table 1より，平成9年度では総合評価のみを
笑摘している小学校はみられないが，ここでいう
「高学年Jにおいて観点別評価と併用している学校
は33校あった。そして，その場合，すべての学校
が3-6年において総合評価を実施しており， し
かも，すべて 3段階評価iであった。これは，まさ
に平成3年の指導要鈷改言Iの影響で、あるといって
いいであろう。ただ，通信簿で総合評価を学年末
だけ行うのか，毎学期j行うのかについては学校差
があった。すなわち， 12校が学年末だけ行ってお
り， 21校が毎学期行っていた。
B.中学校
(1) 総合評価と観点別評舗の実施形式
各中学校が通信簿における各教科の学習の記録
として，総合評価と観点別評価をどのような形式
で実施しているかをまとめたものが， Table 4で
ある。なお， Table 4には，比較のために前報告の
結果も掲載している。
Table 4から分かるように，平成元年度に 7割
あった総合評価のみの通信簿が激減し，観点別評
価との併用が8割以上になっていることが注呂さ
れる。やはり，県内の中学校においても， i評定J
と「観点別学習状況」の}I頃序を逆転した指導要録
改訂の影響が強くでているようである。ただし，
中学校で、行われている観点別評価では，すべての
学校が全学年共通の観点を用いており，到達度評
価形式の通信簿は存在しなかった。
また，小学校の場合と異なり，観点別評価のみ
Table 4 中学校における総合評価と観点部j
評価の実施形式
(王子成元年度，平成9年度)
¥ 総合評慨 総合・観点 不明 メ仁岳3、 三ロ三l' のみ 別併fl
司王}戎 59校 24校 lt交 84十交
7じ (70.2%) (28.6%) (1.2%) (100.0%) 
王子成 13校 63校 761'交
9 (17.1%) (82.9%) (100.0%) 
の通信簿は存在しなかったし，総合評価はすべて
の学校で実砲されていた。梶国(1994)による1993
年度(平成5年度)沼通信簿の全国調交でも， r:tl 
学校で、観点JJj評価のみの通信簿は 1%しかなかっ
たように，やはり，中学校では高校受験を控えて
いる以上，総合的に相対評価を行うことを止める
わけにいかないのであろう。
(2) 総合評価の実施状況
Table 4から分かるように，平成9年度でも76
校すべての中学校で総合評価が毎学期行われてい
るが，観点JJj評価を併用していないのは13校だけ
であった。しかも，そのうち 9校は要録観点が通
信簿に表記され， 2校は文形式観点が表記されて
おり，観点の表記が全くなかったのは 2校だけ(た
だし， 1校は教科ごとに文章記述するための所見
の欄あり)であった。これらのことからも，観点、
別評価を重視する指導要録改訂の影響がこれらの
学校にも少しはあったと言える。
(3) 観点別評知liの実施状況
Table 4より，残りの63校では観点別評価が併
用されていることが分かるが，会学年共通の評価
観点としてどのようなものを用いるか，あるいは，
観点別評価をどの学期で実施するかについては，
中学校によって様々であった。そこで，各学校で
用いている観点の種類と実施時期についてまとめ
たものが， Table 5である。同表にあるように，中
学校で用いられている評儲観点としては，要録観
点以外にも，要録観点を若干変更した語句形式観
点(これを， i当主要録観点」と呼ぶ)，要録観点の
内容を王子易な文で記述した文観点があった。なお，
i経婆銑観点にも，要録観点を簡略化した語句形式
τable 5 中学校における観点.'i.lIJ評価の評価
観点と実施時期
学期米 2・3学期 毎学期 合計
要録観}友 15校 1校 5校 2H交
ヰ主要録 f官1m各化 I校 1校
観点 it句追加 l校 H交
文観点 11校 6校 23校 40校
1ニ入ヨ 計 28校 H交 28校 63校
86 J接見生I 1言
観点、と要録観点に詩句を追加した語句形式観点と
カfあった。
Table 5から自に付くことは，第 1に，評価視点
としては要録観点よりも文観点の方がかなり多い
こと，第 2に，実施時期としては学期末と毎学期
が同数であること，第3に，要録観点の場合は学
期末実施が多いが，丈観点は毎学期実施が多いこ
と，などである。
終わりに
今恒!の調査結果から，県内の小学校にしても，
中学校にしても，平成3年の指導要録改訂が通信
大なり小なり影響していることが明らかとな
った。すなわち，小学校では，総合評舗のみを行
う学校は完全に無くなり，すべての学校で全学年
観点別評価を行うようになった。したがって， Icl1・
高学年で総合評価を行う場合も，必ず観点別評価
を併J官させている。それに対して， ~I:l 学校では，
すべての学校で、全学年総合評価が行われているが，
観点別評価を併用させている学校が激増している。
このように，小.r:1:t学校とも観点別言l'舗を重観す
る{頃向がはっきり H:¥ているのである。
ただ，小・中学校ともまだ通信簿の改善の余地
は残っている。たとえば，小学校では，観点別評
1ilfは完全に普及したと言えるが，最も進んだ形式
だと思われる到遠度評鱗形式の通信簿は，平成元
年度からそれほど増加したとは言えない。また，
小学校でも，観点;別評価を併用している学校が激
増したとはいっても，学期ごとに評価観点が異な
る到達度評鱗形式の通信簿はもちろん，学年ごと
に評価観点が異なる通信簿すら存在しないからで
ある。今後，そういった方向での改善がなお一層
進んでいくことが望まれる。
数年後には， 河得-ひ
とが予恕される。それがどのような改訂になるの
かは今のところ分からないが，それに伴って通信
もまた変わっていくであろう。今後とも，県内
の小・ 1:1学校の通信簿がどのように変遷していく
のか見守っていきたい。
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今回の調査を笑j告するに当たり，協力していた
だいた県下の各小・中学校に対し，深く感謝致し
ます。
